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第１部：基調講演

司会：原山　優子（東北大学大学院工学研究科教授）
グローバル・イノベーション・エコシステムの構築を目指し

てこのシンポジウムが始まって以来、この３年間に世の中はど
んどん変わっている。その中で、日本がどこへ行くべきかとい
う視点から、いろいろな情報提供、問題提起をいただきたい。

基調講演Ⅰ
「緊急要請としての『持続可能性の開発』」

鈴木　基之
中央環境審議会会長、国際連合大学特別学術顧問、
放送大学教授　

Sustainable development というのは、1987 年の World 
Commission on Environment and Development の報告書から
出たと言われるが、実ははるかに古い言葉である。私が注目し
たいのは、長期的な人間活動がもたらした大きな問題を、人類
としてどう解決していくかということだ。われわれが今必要と
していることは、地球環境にも資源にもキャパシティーがある
ということを理解することである。

今のような事態を引き起こしたのは、第１に、科学技術の極
大化による人口増加である。例えば食糧問題であれば、空中窒
素を固定するという形で窒素肥料を作り出したことが、結局の
ところ人口増加につながった。第２は、東西冷戦の終結による
世界経済の一極化で地球そのものが小さくなってきたことで
ある。そのことが逆にイスラムの台頭やアンチアメリカニズム
などにつながった。さらに、ＩＣＴ、インフォメーション・テ
クノロジーの発達がそれに拍車をかけている。もう一つ、
1980 年代にアメリカの上院でハンソンが証言をして以降、地
球環境問題に関する関心が高まり、二酸化炭素の濃度が上がれ
ばどうなるということが予見できるようになってしまい、地球
の神秘性を失わせ、そのふるまいを理解させることとなった。

そういう中で、われわれが今、必要としているのは、まさに

パラダイムシフトである。有限なキャパシティーの中でどう
やって拡大した人間活動を維持していくのかを考えていくた
めには、今までの成長率やＧＮＰなどとは別のパラダイムが必
要になるだろう。

17 世紀の小氷期、ヨーロッパが非常に冷えた時期に、疫病
等々が非常に大流行をしたときに生まれたのが近代科学で、そ
れをわれわれは今まで本当に神と同等視してきた。確かに、近
代科学によって疫病が克服され、死亡率等々が非常に減少し、
農業でも山林の伐採等々が進んだ。そこに動力として石炭とい
う燃料を得ることにより産業革命が起こっていったわけであ
る。しかし、実はこれこそが現在、われわれが抱えている問題
の発端だった。

このままの形で進んでいくと、一体これからどうなっていく
のか。ちなみに、農業が始まったころから年 0.05％くらいで
増えていた世界の人口は、産業革命、近代科学技術の勃興とと
もに急激に増え、今 67 億を超えるところに来て、2050 年に
は 92 億になるだろうと言われている。これも、地球が小さく
なってきたこととともに、有限性を認識させる。ある場所で起
こる問題がほかの地域にも瞬時に影響するということだ。

一つ申し上げたいことは、たとえ３％であれ１％であれ、一
定成長というのは Exponential growth、ネズミ算であって、必
ず最後は無限大にいくということである。しかし、地球が有限
である限り、それはあり得ないことをしっかりと認識し、どこ
かに定常状態を見付けなければならない。ところが、人間の社
会は非常に複雑に出来ていて、欲望も限りない。従って、
stable な解がどこにあろうと、行けるところまで行って、はた
と気が付いたときには環境が破局を迎えていることになる。そ
こで、サステナブルなところはどこかをきちんと見据えて、そ
こにソフトランディングしていかなければいけない。これこそ
が今まさに求められているイノベーションだと思う。そして、
そのランディングスポットは、地球全体での健全なサステナブ
ルな条件を考えることによって、初めて判断できる。

グロースパラダイムからサステナビリティパラダイムに移
る幾つかのキーワードを示してみた。例えば製造業であれば、
物をともかく作ればいいというのではなく、今必要なのはサー
ビスであり、保守、点検である。すなわち、道路も新しい道路
を造るよりも、今ある道路をきちんと保守をしていくというこ
とだ。さらに、従来、企業は労働生産性と利益を追いかけてき
たが、これからは限りある資源をいかに有効に使うかを考えて
いかなければならない。さらに、大量の物の流れに応じてお金
を動かすのではなく、ストックを中心とした生き方にしていか
なくてはいけない。環境も末端で考えるのではなく、将来のビ
ジョンに向けてどう本質的にシステムを変えていくかという
ことが求められている。技術開発に関しても、ディマンドプ
ル、社会ニーズに応じた形でやっていただきたい。ポリシー
ディシジョンも、もっと integral に、holistic に、どこへ向か
うかを決めなければならない。

今、日本のＲ＆Ｄのターゲットとしては、Climate 
Emergency が非常に大きな問題である。2050 年までに地球全
体で 50％二酸化炭素を削減しなければならない。これは、い
ろいろな要素を考えると、今、日本が出している１人当たりの
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排出量を 2.5 トン（炭素基準）から 2050 年までに 0.4 トンに
減らさなければならない。つまり、６分の１に減らすというこ
とだ。

新しいエネルギーとして、バイオマス、ソーラー等を 0.4 に
どれくらい上積みできるか。私の試算だと、この３倍の 1.2 く
らいにはなるので、そこまで減らすことになるのかもしれない
が、カーボンのエミッションに関しては。６分の１にするとい
うことを国際合意としたわけである。

ナチュラル・グローバル・イノベーション・エコシステムと
いう言葉には違和感を覚える方が多いと思う。エコシステムと
は何か。簡単に言えば、一次生産者としての植物が居て、それ
を捕食被食の関係で餌とする動物が居て、そのいろいろな廃棄
物を無機化する分解者が居る。この Decomposer の中で特に
土壌微生物が大きな役割を果たしているが、その全体の仕組み
の中で太陽のエネルギーのみをドライビングフォースとして
カーボンが回り、窒素、リンなどの栄養源が回る。ここでサス
テナブルなシステムを作っている。これが生態系である。ま
た、生物は常にほかの生物体と何らかの形での相関作用を持っ
て動いており、一種、自発的な組織化が起こっている。こうい
うものがエコシステムである。従って、ナチュラルエコシステ
ムのドライビングフォース、エネルギーは、ソーラーである。
それによって光合成される有機物、それが Food Web によっ
て動物も養うという形で動いていき、最後は微生物によって分
解され熱に変わる。その熱は超波長の赤外線になって宇宙にそ
のまま放散される。入ってきたエネルギーが出ていく。そうい
うバランスを取って成り立っているわけである。同じように、
マテリアルサイクルに関しては、カーボンバランスや Nutrient 
Cycles が、三つの主要キーアクターによってうまくつなぎ合
わされている。

相互関係は共生と競争（Symbiosis and Competition）の二
つに分けることができるが、共生と言っても、その中には共利
共生、両方がプラスになる。あるいは、片方には何の役にも立
たないが片方にはプラスになる。片方は何でもないが片方にマ
イナスになる。片方がプラスだが相手側にはマイナスになると
いういろいろな関係がある。従って、そう簡単に生態系やエコ
システムを作り上げることはできるわけがない。結果としてこ
ういう形になっているということである。そこでは生物多様性
が生態系を安定化させるためには必要なわけである。

では、イノベーションエコシステムとは何だろう。何がコン
ポーネントとして考えられるのか。国なのか、組織なのか、グ
ループなのか、エンタープライズなのか。それぞれのコンポー
ネントの間のインタラクションとして何を考えるのか。ドライ
ビングフォースはお金なのか、意思なのか、何なのかというと
ころがきちんと詰められて、初めてイノベーションエコシステ
ムが意味あるものになっていくのかもしれない。現状のイノ
ベーションの仕組みは、種々のコンポーネントのエゴを追求す
るシステムとなっており、いわばエゴシステムであることが問
題である。人間活動を取り巻く種々の限界、エコの限界の中
で、イノベーションシステムを構築することが必要となる。

（原山）　われわれは過去の蓄積の中で、もちろん成長もあっ

たが、同時に問題も積み上げてきた。そこからどこに向かうか
というときに必要なのがビジョンの形成であり、その上で方向
性が出てくる。では、どのようにパラダイムシフトを導入する
のかというと、単純に政府に任せておくのではなく、社会の中
での新しい価値観の形成が大きな課題となる。そこで、現状の
エゴシステムを打破するのは個々のアクターのアクションか
もしれないし、ある種の活動をプロモートするということもあ
るだろう。

そこで、米国の競争力評議会戦略的イニシアティブ副会長の
チャド・エヴァンズさんにご登場願いたい。講演のタイトルに
まさに競争とあるが、アメリカは競争が原動力となって成長し
てきた国で、これからもそれを続けていくだろうという印象が
あるが、その競争の目指すところ、ビジョンがどこにあるのか
ということにも踏み込んだお話になると思う。

基調講演Ⅱ　「競争力―アメリカの立場とは―」

チャド・エヴァンズ
米国競争力評議会戦略的イニシアティブ副会長
　

私は、このようにアップダウンが激しい世界において、何が
競争力の優位性を保つことができるのか。向こう 20 年間、ど
うアメリカが競争力を伸ばすことができるのかを競争力指数
を使って説明したい。

過去 20 年間、米国のＧＤＰの年率の成長率は 3.1％と、主
要先進国の中で最も顕著だった。ＥＵは 2.4％、日本は 2.1％
にすぎない。しかし、中国は 9.6％、インド 6.0％、韓国 6.4％
という成長率という驚異的な成長率を記録している。しかし、
全世界的な成長の原動力に最も貢献したのはアメリカであ
り、これから 10 年間も同様だと思う。しかし、2005 年～
2020 年には、エコノミストの予想によると、中国はＥＵを追
い越すと考えられる。

今日の特徴は、エマージングエコノミーが活発になっている
ことだ。この５年間、エマージングエコノミーの経済成長率は
平均７％であり、ＯＥＣＤは 2.3％だった。この成長のトレン
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ドが続くと、ゴールドマン・サックスは、2039 年にはＢＲＩ
Ｃｓの経済規模は、アメリカ、日本、英国、ドイツ、フランス、
イタリアを合わせた経済規模を上回ると推定している。この背
景にある原動力は、エマージングエコノミーのさらなる人口増
加である。熟練労働者の割合はまだ小さいかもしれないが、教
育戦略が重視されているということは、これから高学歴の労働
者も大量に供給されるということだ。

わが競争力協議会においては、生産性の伸びについては、五
つのファクターが大変重要だと考えている。すなわち、イノ
ベーション・Entrepreneurship・規制・教育・エネルギーであ
る。以下、順に見ていこう。

まず、イノベーションだが、1995 年～ 2004 年、アメリカ
の研究開発への投資は世界最大規模だった。ところが、ほかの
多くの国々でも研究開発への投資を増やしており、その拡大率
は大きい。例えば中国は、年率換算で研究開発への投資の伸び
率は 19.3％だったのだ。しかし、それでも絶対額で言えばア
メリカの 30％でしかなく、研究開発のアウトプットに対する
割合もアメリカの半分の水準でしかなかった、

ただ、忘れてはいけないのは、イノベーションは単なる研究
開発への投資ではないということだ。これをどのようにして展
開をするか、実用化するかである。黒川先生が例に挙げられた
iPod の製造工場は全世界に置かれているが、iPod の金額の３
分の２はカリフォルニア発であり、その価値はデザインやサー
ビスの統合といった無形の物とつながっている。

バービー人形も同様だ。バービー人形は平均 20 ドルほどで
ウォルマートで買えるが、その生産地は中国である。そして、
バービー人形で中国に残される価値は。20 ドルの中で 30 ～
35 セントにすぎない。すなわち、先進国はバリューチェーン
が違うところで競争を願うべきだということだ。

次の Entrepreneur はアメリカの経済成長の大変重要な要素
だが、アメリカがこの点で非常に早いうちからリーダーだった
のには三つの理由があった。まず第１に資本に容易にアクセス
できるということで、第２の理由はリスクテイクがある投資を
認める風土である。第３は規制が緩やかであるがために、企業
を設立しやすい環境があった。かつ、あまり生産性のない企業
であれば、撤退ができたのである。また、Entrepreneur は、
大半の雇用を創出し、大半の生産性の伸びをもたらし、技術移
転やラディカルなイノベーションに重要な役割を果たしてき
た。

しかし、幾つかのアメリカ経済における因子が組み合わされ
ると、起業のリスク並びにコストは上昇してしまい、人材確保
なども難しくなる。今言えることは、まず規制によるコント
ロールが強化されているということだ。実際、2002 年の
Sarbanes-Oxley レポートでは、中小企業は最大規模の企業に
比べて、大体 42 倍くらい、コンプライアンスのコストがかかっ
ていることになる。こういった要素は中小企業のイノベーショ
ンの競争力に影響を与えることになるだろう。また、医療費が
増加し、ＧＤＰの 20％近くを占めるようになってしまった。
また、訴訟の脅威にも中小企業は直面しなければならない。ま
た、アメリカは過去５～６年、移民に対するいろいろな規制を
高めている。

次に、四つ目の話題である教育についてお話ししたい。過去
50 年ほどの間、アメリカがかなり成果を上げているのは、高
校へのアクセスであり、それ以外の学歴の向上にも成功してき
た。それによって労働力のスキルレベルが上がり、それが生産
性の向上にも貢献してきたと考えられる。しかし、それにもか
かわらず、人種、民族間での格差がまだまだ存在するのも事実
である。アメリカの教育への投資は、８～ 16 歳の学生１人当
たり８万 3910 ドルであるが、最近のＯＥＣＤのＰＩＳＡのス
コアによれば、23 か国の学生が数学でアメリカの学生よりも
成績が良く、サイエンスにおいては 16 か国がアメリカを上
回っていた。学力が重要なのは、1950 年には 80％の雇用が
単純労働だったのに、現在のアメリカの 85％の雇用は、スキ
ルと分類される技能労働で、高卒以上の学歴が必要だとされる
からだ。しかも向こう 10 年、高級な職に就くには、大学の学
位を必要とされるのだ。また、労働者に対する研修もアメリカ
は他の国に比べると後れている。

最後の話題として、エネルギーの持続可能性についてお話し
したい。富の増加と人口増加によって世界のエネルギー需要は
増加し、ＯＥＣＤ以外の国々は、ＯＥＣＤ諸国のエネルギー需
要を早くて 2010 年には上回ると予測されている。アメリカで
はそういう中、３分の１の貿易赤字をエネルギー輸入が占めて
おり、これはますます高まる予定である。そして、現状維持の
シナリオでも、アメリカの電力コストは 2025 年までに２倍以
上になると考えられるのだ。

こういう中、ほとんどの先進国は再生可能、持続可能なエネ
ルギーへの投資を増やしているが、新しい技術に加えて、エネ
ルギー効率性や生産性の上昇も重要なリターンをもたらすこ
とになる。この面では、アメリカは明らかに後れている。道路
であれ、住宅であれ、鉄鋼であれ、いろいろな分野でエネルギー
生産性がほかの国々に比べて低いのだ。

バイオ燃料、風力、太陽光など、再生可能エネルギーの市場
規模は、向こう 10 年で４倍になると推定されるが、現在伸び
ているのはバイオ燃料である。また、現在、ドイツが世界最大
の太陽光の発電国になっており、世界の設置容量の 55％くら
いを占めているが、それを可能にしたのは公共政策である。一
方、アメリカ、ブラジルはバイオ燃料生産が世界最大である。
ヨーロッパは風力の最大の生産者で、現在、設置容量の 63％
を占めているが、2020 年には中国がそれを追い越すと予想さ
れる。

従って、全米競争力評議会は今年と 2009 年の２年、環境、
持続可能性の問題、エネルギー安全保障の問題に取り組み、こ
れらが将来の繁栄にどのような影響があるかを考えていうく
つもりであり、本日、いろいろなお話を聞かせていただくのを
楽しみにしている。

（原山）　アメリカの競争力というといつも頭に浮かぶの
が、自分のポジショニング、世界の中でいかに勝っていくかと
いう戦略だが、その中から、まさに自らがどこの立ち位置にい
るかを知るのである。一番大きなメッセージは、世界地図が日
に日に変わっていき、その中で重心となる国やアクティビティ
が日に日に変わっていくということだ。政府の施策が各方面で
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打たれているときに、その整合性をどのように担保するのかが
難しいということも伺った。

その中で、欧州連合という組織体はまさにこれまでにない社
会実験をしている。国レベルの施策の中にいろいろな戦略があ
るが、同時に欧州連合というレベルでの戦略があって、その間
の風通しをどうしていくかという課題がある。そうした体験
を、フランスの国の経済研究センター事務局長をしていらっ
しゃるジャン・フリップ・トゥフュ氏からお伺いしたい。

基調講演Ⅲ　
「ヨーロッパにおける国家援助―フランス革新庁（ＡＩＩ ) 
からの教訓―」

ジャン - フィリップ・トゥフュ
仏クルノ経済研究センター事務局長

　
ヨーロッパでは、第二次世界大戦後、戦争からの復興という

ことで市場が作られていき、マーケットこそが経済を成長させ
る最適な手段だと考えられた。1950 年代のヨーロッパで、非
常に強力な協定合意であるローマ条約が締結されたが、この
モットーは、マーケットこそが平和的に経済を成長させる手段
であり、国家の介入はなるべく遠ざけておこうというものだっ
た。97 年のＥＣ条約の条文も内容はほぼ同じである。

そこで、国家の介入度について各国家を比較してみた。エネ
ルギー、交通運輸、通信で 1975 年から 2003 年まで見たとこ
ろ、トレンドはここ 28 年間変わっていないことが分かる。す
なわち、市場化のプロセスは止まっておらず、今もヨーロッパ
の市場化、マーケタイゼーションは続いている。しかし、クル
ノ経済センターでは、これは市場の破たんと言わざるを得ない
状況だと思っているのだ。つまり、市場の限界があるので、ほ
かの組織も対応する必要があるということである。すなわち、
外部性や公益、知識の波及、スピルオーバー、情報の問題があ
るというのが、2006 年～ 2007 年の現状分析の結果だった。

2003 年当時のプロジェクトであるリスポンス戦略で言われ
たのは、ヨーロッパは世界に負けつつあるということだった。

その理由は、イノベーション能力がないところである。そこ
で、イノベーションの力を付けるには、市場志向の解答を考え
て、そこで競争とイノベーションのリンクを理解しなければな
らないということになった。つまり、市場の競争を拡大すれば
イノベーションを刺激するはずであり、従って、成長性も高ま
るはずであるというのが、根底の考えだったのである。

しかし、この市場志向のイノベーション推進については、明
白な経済分析結果が出なかった。1930 年代の有名なエコノミ
スト、シュンペーターによれば、インセンティブがあるから、
みんなイノべートすると言う。かつイノベーションの成果を占
有ができるかどうかが重要であるということだった。また、競
争が拡大するとイノベーションによる超過利潤は減り、イノ
ベーションのインセンティブは減ってしまうとした。

それに対して別の分析もあった。すなわち、競争によってイ
ノベーションが促進される。既存の参加者はマーケットパワー
をキープし、新規参入者をブロックしたいと考えるかもしれな
いが、一方で、新規参入の可能性がある人たちは、新しい商品
によって既存の業者を駆逐しようと考える。これが競争である
と。この考え方が、欧州の枠組みで採用されたのである。また、
イノベーションの最も高いステップにある場合には競争はプ
ラスになるかもしれないが、あまりイノベーションがないとき
には、規制は逆に悪い影響を及ぼすとも分析された。つまり、
イノベーションが競争を促進するということは、インセンティ
ブを促進するということとはまた別の話だということだ。

過去 20 年間、はっきりしたトレンドがある。現在、ＯＥＣ
Ｄの 20 か国が研究開発の税控除を行っているが、問題として
まだ残っているのは、税控除はＲ＆Ｄに関して基本的によいも
のなのかということだ。

また、市場はイノベーションを促進する一つのやり方である
と考えるときには、ヨーロッパにあるさまざまな組織を必ずし
も念頭に入れているわけではない。本当に密度の高い、結束性
の高いものは、ヨーロッパのカソリックの国には見られない。
ヨーロッパでは、ほかの先進国と同じく、各地域にたくさんの
社会組織があるし、そのそれぞれに根本的な差異がある。例え
ば労働市場も全然違うし、イングランドでは規制がそんなにな
いのに、フランスやスペインでは規制が厳しい。あるいは、銀
行に依存した金融制度があるところもある。教育制度に関して
もいろいろで、大学中心、民間中心、公共中心と、国によって
違っている。また、競争政策に関しても同様だ。すなわち、市
場であろうと何であろうと、唯一の最善のやり方は、ヨーロッ
パでも世界のどこでも存在しないのだ。

私は競争がいいとか悪いということは、決して申し上げてい
ない。ほかの社会的ロジックと首尾一貫していればいいと思
う。ヨーロッパでも調整された経済は地中海や北欧諸国にある
が、そういったところが首尾一貫しているのであればそれでい
いのだ。しかし、経済で市場について教えられてきたことに異
議を唱えることも可能である。市場に効率性があるのは、合理
的な人々がそこで活動していればという前提に立つ。つまり、
ある目標とその目標を達成するために使われるさまざまな手
段が適切だという前提だ。しかし、われわれは決して目標のた
めの最大化をやっている人間ではない。物理学、生物学、どの
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ような科学を見ても、われわれは全く逆のアプローチ、すなわ
ち、因果関係で理解している。すなわち、経済では、先に目標
を置いて、まるで人々はそれに対して行動を最大化していくか
のように言っているが、そうではない。従って、市場がコーディ
ネーションのための最善のやり方ではないと強く言うことが
可能である。ただ、われわれは、制度として市場がうまく組み
込まれていれば機能することは考えている。

それは、非常に不均質な、衝突するものではなく、協力する
というモデルであり、ドイツが成功したやり方である。すなわ
ち、ピアプレッシャーを使って、産業界と科学、あるいは公務
員、社会のほかの人たちと協力させるものである。
frauenhofering などが、首尾一貫した制度を見ていく場合に
は、一つ検討に値すると思う。

フランスの革新庁は 12 月末から無くなった。これは主に政
治的な理由によるもので、ドイツ、スペイン、イタリアでも革
新庁が消えて無くなっている。しかし、こういった省庁は、市
場の失敗を分析して成功している。この市場の失敗はありとあ
らゆるところに存在する。例えばエネルギー、運輸、それから
立法を超えたところでも市場の失敗は見られる。また、小企業
ではなくて、ある大きな大企業のセグメントでも市場の失敗は
見て取れる。すなわち、市場分析をしても、グローバルな分析
に対してあまり生産的ではないということが一つ示されたと
も考えられる。われわれはエコシステムを対象としているが、
人間がどのように進化するかを考えても、このエコシステムを
使うのは非常に興味深い。

生物学という学問は、非常に長い歴史を持つ学問だが、エコ
システムは、エコノミストのやり方とは首尾一貫してはいな
い。生きている物、生きていない物の両方がエコシステムには
あるが、少なくてもネオ古典的な経済学では、この非生物的な
ものと生物学的なコンポーネントの組織化に関して何も言及
していない。ただ、一つの学問だけがそれをやろうとしてい
る。それは、いわゆる進化的なゲーム理論である。ここにぜひ
関心を持っていただければと思う。

（原山）　ヨーロッパにおいては、イノベーション政策の原点
に経済学の論理が持ち込まれて、その中の大きな流れが市場メ
カニズムをベースにしている。しかしほとんどの場合、モデル
化した市場と現実の市場との間にはギャップが存在するた
め、それを知った上での政策でなくてはならないが、なかなか
そうはいかない。そこで肝心な点が、制度間での整合性であ
る。その整合性を持っているのがアメリカのケースだとも言え
るが、そのほかの国々において、社会制度も含めたさまざまな
制度の上に立って、どのような形でイノベーションを進めてい
くかが大きなチャレンジとなるだろう。

そこで最後のスピーカーとして、日本経済団体連合会副会長
および新日本製鐵株式会社代表取締役社長である三村明夫さ
んから、これまでと異なる視点、つまり企業の視点からお話し
いただく。環境問題、エネルギー問題は、世界中のどの企業も
直面する課題である。ＣＳＲも含め、環境エネルギー問題はこ
れまでになかったような過酷な条件を企業に突きつけるもの
でもある。その中で、その制約条件をいかにプラスの方に持っ

ていくかが課題であり、コストを下げていく中でのイノベー
ションの位置付けは非常に大きなものだと思う。その辺のこと
を日本企業のサイド、特に鉄工業に特化したスタンスでお話し
願いたい。

基調講演Ⅳ
「鉄鋼業における地球環境・エネルギー問題への取組みにつ
いて」

三村　明夫
日本経済団体連合会副会長、
新日本製鐵株式会社代表取締役社長

先ほどエヴァンズさんからお話があったように、私も、環境
問題とは、環境問題単一ではなく、経済の成長、エネルギーセ
キュリティの三つの間のスィートスポットを探すことこそイ
ノベーションだと思っている。従って、本日は、製鉄会社の社
長として、ミクロの立場からいかにこの問題にわれわれはこれ
まで取り組んできたかをお話ししたい。

鉄鋼業界は、1990 年までに３兆円もの設備投資を行い、
20％の省エネを京都議定書の基準年となった 1990 年以前に
既に達成している。また、それ以降も 2010 年までにさらに
10％の省エネ目標を掲げて、1.5 兆円の設備投資を 2006 年ま
でに行っているところだ。

省エネのために日本鉄鋼業界が取った方策は三つである。一
つは工程の連続化と省略化。２番目は製造過程で発生する排熱
と副生ガスの有効活用。３番目が鉄鋼業だけでなく社会全体で
発生する廃棄物を有効活用するということだ。

まず工程の連続化については、日本は連続鋳造設備の導入に
早期に取り組み、大きな省エネを達成している。また、排熱回
収についてもＣＤＱと呼ばれる「コークス乾式消火設備」を導
入することで熱を回収し、その熱で発電し、再利用している。
さらに、国家プロジェクトで開発した次世代コークス炉とし
て、本年２月から私どもの大分製鉄所で稼働を始めた「ＳＣＯ
ＰＥ 21」がある。これは石炭の事前処理を行うことによって、
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約 20％の省エネルギーの実現が見込まれているもので、今後
ますます劣化が予想される石炭への適応の拡大、生産性の改
善、環境能力の向上も含めて、大きな期待をかけているところ
だ。

また、社会で発生するいろいろな廃棄物の再利用としては、
廃プラスチックのリサイクルの例がある。家庭から排出された
容器包装プラスチックは各自治体において分別回収され、製鉄
所に持ち込まれ、その後、破砕・造粒プロセスを経てコークス
炉に入れられる。そして、石炭と一緒に乾留された廃プラス
チックは、その 40％がコークス炉ガスと一緒になり発電に利
用され、40％は炭化水素油として回収され、新たなプラスチッ
クに再生されている。そして、残りの 20％は、カーボンとして、
コークスとともに回収された後、還元剤として高炉に投入され
ており、100％が資源化されている。ちなみに、現在、新日鐵
１社で、全国で発生する容器包装プラスチックの 30％を有効
活用している状況である。

以上述べたようなイノベーションの結果、一貫製鉄所のエネ
ルギー原単位の国際比較では、鉄１トンを製造するために必要
とされるエネルギーは、日本を 100 とすれば、ＥＵは 110、
中国と米国は 120 となっている。

次にエコプロダクツを通じた地球温暖化への貢献につい
て、三つくらいご紹介したい。まず自動車用高強度鋼板（ハイ
テン）は強度が強いことから、従来の鋼板よりも薄くすること
ができるために自動車の軽量化に寄与しており、結果として自
動車の燃費改善にも大きく貢献していると考えられる。ただ、
鋼板の強度が高くなるとプレス成形性に問題が出てくるた
め、この矛盾をどう解決するかが、われわれに与えられたイノ
ベーションの課題だと思う。また、ハイブリッド車用の無方向
性電磁鋼板も、駆動モーターのエネルギーロス、鉄損を最小化
することによって、やはり自動車の燃費改善に寄与している。

また、造船では、大型コンテナ用の造船材が挙げられる。船
が大型化すればたくさんのコンテナが運べるが、それを可能に
するためには非常に厚い板が必要になる。ところが、厚い板を
造ると、衝撃が走ったときに船の安全性に問題が出ることから
ハイテンで造ることになるが、そうすると溶接が難しくなるの
で、これをいかに両立させるかがポイントになる。この技術は
当社と三菱重工とが共同開発し、大河内賞も受賞しているとこ
ろだ。

以上のような取り組みの結果、わが国鉄鋼業界全体で 1990
年を起点に、2006 年までに製造プロセスにおいて約 1000 万
トンのＣＯ２を削減しており、またエコプロダクツによって
も、約 800 万トンの省エネを実現したと推定している。

次に、国際的なセクトラルアプローチの取り組み状況につい
て、ご説明させていただく。世界全体のＣＯ２排出量をセク
ター別に見ると、電力が一番大きく、鉄鋼、セメント、電気機
器、自動車を合わせた排出量の合計は、70％に達している。従っ
て、こういう業界でセクトラルアプローチを推進していけば、
地球規模でのＣＯ２削減の具体的な手段を提示できると考え
ており、その道の専門家同士による取り組みが非常に有効だと
思う。私どもとしては、①大幅な削減ポテンシャルの存在、②
具体的な技術移転の促進が可能であること。③目標設定におけ

る衝平性の確保ができること。④炭素リーケージがないという
ことがセクトラルアプローチの特徴であると思っているとこ
ろだ。

具体的な取り組み事例としては、まず、2005 年という反日
デモが盛んな時期に、あえて中国と第１回の「日中鉄鋼業環境
保全・省エネ先進技術交流会」を北京で開催し、それぞれが有
する専門技術について紹介を行った。その後、第２回目を一昨
年に大分県で。第３回目を昨年、北京で開催している。

また、アジア太平洋パートナーシップ（ＡＰＰ）の鉄鋼タス
クフォースに積極的に参加している。このＡＰＰの重要性は、
参加７か国で世界の粗鋼生産の約６割を占めること以上に、米
国、中国、インドなど、京都議定書に参加していない、あるい
は参加しても削減義務を負わない国が積極的に参画している
ことにある。そこでの議論で、ＣＤＱなどの 12 の技術につい
て参加国が全部の設備に装置した場合、どれだけのＣＯ２の削
減ポテンシャルがあるのかを試算したところ、鉄鋼においては
参加国だけでも１億 2700 万トン、地球全体に広げた場合に
は、３億トンのＣＯ２削減ポテンシャルがあるという結果が出
た。それで私どもは、既に昨年末に中国３メーカー、インド１
メーカーに具体的にミッションを出して環境診断を実施し、そ
の会社がどういう環境技術を導入できるかを具体的に実地調
査しているところだ。また、電力においても、火力発電で同じ
ようなことを全世界に適応した場合には、17 億トンくらいの
削減ポテンシャルがあるという計算結果が出ている。

３番目のトライアルが、国際鉄鋼協会におけるアプローチ
で、2007 年 10 月にポリシーステートメントを出している。
その内容は、①セクトラルアプローチが一番良いやり方ではな
いだろうか。② Cap and Trade 政策はＣＯ２の排出量削減には
効果的ではない。努力した者が報われる制度ではなく、鉄鋼協
会としては反対である。③すべての主要製鉄国の参加と生産単
位当たりのＣＯ２排出量の改善に焦点を当てた既存技術の普
及・移転と革新的なブレークスルー技術の開発なしには、ＣＯ
２の大幅削減はできないというもので、国際鉄鋼協会において
は引き続きＣＯ２のブレークスループログラムを積極的に
やっているところだ。そのプログラムは 2008 年から第２ス
テージに入り、①ＣＯ２の分離回収、②炭素の代わりに水素を
活用して鉄鉱石を還元する技術開発。③バイオマス活用など、
五つのテーマについて、検討を進めている状況だ。そのうち、
日本鉄鋼業としては、高炉からのＣＯ２分離回収および鉄鉱石
の水素還元の二つの技術開発に取り組んでいくことにしてい
る。ただ、還元剤としてカーボンの代わりに水素を使うには、
水素を製造する必要があり、それを可能にするのは原子力発電
しかないと私は思っている。

最後に、2013 年以降のポスト京都議定書の新たな枠組みに
ついてだが、京都議定書において温室効果ガスの排出量削減義
務を負う国は世界の 30％しかない。チャドさんの話でも
2039 年にはブラジルや新興国のＣＯ２排出量が先進国を上回
ることになっており、世界全体のＣＯ２排出量は、2010 年に
1990 年比で 40％も増加している。一方、日本はオイルショッ
ク以降、非常に努力した結果、エネルギー効率では世界最高率
な国となった。製鉄メーカーは国際マーケットで競争している
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わけだが、2000 万トン以上の世界鉄鋼メーカーのＣＯ２排出
制約を見ると、現在の京都議定書で削減義務を負っているの
は、２番と３番の新日鉄とＪＦＥ、そしてアルセロールが全体
の３分の１にすぎない。このように競争条件に公平性を欠く枠
組みは産業別のアプローチとしていかがなものかという気が
する。

従って、あるべきポスト京都議定書の枠組みとしては、①す
べての排出国が参加すること。②技術が軸であること。③技術
基盤を共有する主要産業の国際連携、すなわちセクトラルアプ
ローチを推進することが重要であると考える。そして、わが国
産業界の役割としては、その中で①たゆまぬ技術開発を通じ
て、製造技術ならびに製品について世界最高水準のエネルギー
効率を維持・追求すること。②優れた製造技術・製品の移転・
普及を通じて、地球規模での温暖化対策に貢献すること。③経
産省主導の「クールアース 50」で特定した 21 のブレークスルー
技術を何とか実現することだと考えている。

（原山）　エネルギー環境問題は、負の外部性という形でとら
えられている。それに対して何かするというのは、シンプルに
利益の最大化を追求する場合には、企業にとって整合性がない
ものだが、逆に正の外部性を企業活動としてジェネレートし
て、それによって企業自身の競争力を高めるという、非常にポ
ジティブなフィードバックをかける試みをお話しいただい
た。

正の外部性というのは、自分の企業だけではなく、ユーザー
に対してもポジティブなインパクトを与え、社会全体にも貢献
を及ぼすということだ。また、トゥフュさんのお話の中で課題
となっているのがコーディネーションの問題だが、それに対し
てもセクトラルアプローチという解決策を見出して実践して
おられるということだった。

以上４名の方からの基調講演は、午後からの議論に対するフ
レームワークになったと思う。


